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Ⅰ．緒言
　我が国の認知症高齢者数は高齢者人口の増加に伴
い急速に増大し、2025（平成 37）年には「認知症高
齢者の日常生活自立度」Ⅱ以上の高齢者が約 470 万
人に達すると推計されており 1）、介護予防や医療経
済的な観点より早期受診への対策が急務とされてい
る。このような状況の中、認知症の中核症状や周辺
症状に対する科学的理解が深まってきていることと
並行して進行遅延薬の開発や認可が進み、治療やケ
ア技術は以前よりも格段に進歩してきている。これ
により早期受診の重要性が増し、初期の段階で適切
な治療やケアを開始することが認知症高齢者の症状
の軽減ならびに進行の抑制、さらには患者と家族の
生活の質の維持向上につながるものと期待されてい
る 2-6）。
　これまでの認知症の早期受診に関する先行研究に
よると、その役割を家族に期待するものが多く 2，
3）、国策においても家族に対し啓発活動が多く実施
されている。しかし、安部ら 7）は一般生活者を対象
にした意識調査で、家族の初期症状に対して「病院
を受診する」と回答した人は 4 割に満たなかったと
報告し、また品川ら 4）は認知症を疑った場合の家族
の受診に対する意向が 7 割を超えているにもかかわ
らず、介護支援専門員を対象とした調査では認知症
症状を呈しながらも受診に至る事例が 2％に過ぎな
かったなど早期受診が困難な現状を報告している。
家族が受診行動に移すことが困難な理由としては、
鹿野ら 3）や木村ら 6）によると、初期の認知症症状
を呈する人を発見した場合、その症状が認知症によ
るものか否の判断が難しく、受診を躊躇する家族が
少なくないと報告している。また奥村ら 8）は、家族
は本人との心理的距離の近さから冷静な判断をしに
くいことがあると報告している 2，6，8）。現状での家
族のみによる認知症の早期受診の難しさが推察され
る。さらには、近年のひとり暮らし世帯や高齢世帯
の増加に伴い 9）、初期での認知症発見が一層困難と
な り、Behavioral and Psychological Symptoms of 
Dementia（以下、BPSD）が顕著な中期以降の進行
した段階で受診に至る事例が多くなっていることか
ら 3，4，6）、初期で認知症を疑う身近な家族が存在し
ないことも早期受診を遅らせる理由の一つと考えら
れる。
　我が国では 2005（平成 17）年に「認知症を知り
地域をつくる 10 か年」構想が展開され、誰もが暮
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らしやすい地域を作っていくことを目指してきた。
特に A 市では国策に先行する形で地域包括ケアシ
ステムを構築し、民生委員や福祉委員が地域包括支
援センターの相談・支援につなげるニーズキャッチ
機能を担うことができるよう取り組んできた 10）。つ
まり、地域で認知症症状が見られる高齢者を発見し
た場合、民生委員や福祉委員の存在が早期受診の要
となり、彼らの適切な対応あるいは関連機関への相
談・協働により、早期に専門医の受診へとつながる
可能性は高いと考えられる 11）。しかし、これまでに
民生委員や福祉委員がどのような認知症症状を持つ
高齢者に対して受診を促す意向（以下、受診促進意
向と略する）を抱くのかなどに関する研究のみなら
ず、実態調査さえほとんど行われてこなかった。受
診促進意向の研究については、杉山ら 12）が地域住
民を対象に受診促進意向と知識量の研究を行い関連
があることを報告しているにとどまっている。
　援助行動理論 13）によると、受診促進行動は援助
行動の一つと考えられる。援助行動に関する先行研
究 14，15）のなかでも Coke ら 14）は、援助可能者が被
援助者の状況に視点を置くことにより共感情動反応
が高まり、苦境にある相手の苦しさを弱めたいとい
う感情が高まることで援助行動が行われるという意
思決定モデルを提唱し、共感性と援助行動の関連を
示唆している。この理論を援用するならば、認知症
に対する共感性の高まりは、認知症を抵抗なく受容
する態度へとつながるものと考えられ、これらの関
連を検証することにより受診促進行動に至るプロセ
スを明らかにする一助となるものと考える。
　そこで本研究では、認知症の早期受診を可能とす
る受診・受療連携システムの構築に必要な資料を得
ることを目的に、民生委員ならびに福祉委員を対象
に認知症初期症状に対する受診促進意向と認知症に
対する受容態度との関連を検証することとした。
Ⅱ．研究方法
１．調査対象および調査方法
　調査対象者は、A 市の小地域ケア会議に属する
民生委員 119 名と福祉委員 206 名、計 325 名（2011
年 8 月 1 日時点）とした。民生委員は厚生労働大臣
より、社会奉仕の精神を持って、常に住民の立場に
なって相談に応じ、必要な援助を行い、社会福祉の
増進に努めることを任務として、市町村の区域に配
置されている民間の奉仕者である。福祉委員は、社
会福祉協議会により一般市民から委嘱され、地域福
祉活動の推進に対する協力ならびに地区内の福祉事
業の円滑な実践活動を行うための地域の「見守り
役」として設置された地域のボランティアである。
特に A 市では、支援を要する事例が早期に地域包
括支援センターへ紹介されるよう、見守りネット
ワークの構築ならびに強化を進めている。そのなか
で、福祉委員は地域住民に最も近い存在であること
から、ニーズを早期にキャッチし、民生委員または
地区社会福祉協議会会長に連絡する「地域の見守り
役」が期待されている。
　倫理的配慮として、本研究の実施にあたり、事前
に A 市および研究実施者において倫理的配慮に関
する十分な検討を行った。また、A 市地域包括支援
センター職員が小地域ケア会議開催時に調査の趣旨
および倫理的配慮に関する事項を文書ならびに口頭
で説明して無記名自記式の調査票を配付した。本調
査への協力は自由意思とし、口頭で同意を得られた
委員からその場で回収を行った。また、本人の意思
で持ち帰り記入した場合は、後日回収を行った。
　調査期間は 2011（平成 23）年 8 月から 2012（平
成 24）年 2 月の 7 ヶ月間で、回答は民生委員 117 名
（回収率 98.3％）、福祉委員 181 名（回収率 87.9％）、
計 298 名（回収率 91.7％）から得られた。
２．調査内容
　調査内容は、回答者の基本属性、認知症高齢者の
介護経験の有無、過去の認知症に関する知識を得る
機会、認知症の知識量、委員の種類、認知症に対す
る受容態度、認知症初期症状に対する受診促進意向
（高齢者本人ならびに家族）などで構成した。
　認知症の知識量の測定は、杉原ら 5）の尺度を使用
した。この尺度は、認知症に関する一般的な設問 4
項目、中核症状に関する設問 5 項目、周辺症状に関
する設問 2 項目、行動能力に関する設問 3 項目、認
知症の治療に関する設問 4 項目、計 18 項目で構成
されている。これらの設問は、国外の知識量を測定
する尺度 16-18）とおおむね同様の構成概念を基礎とし
ているため、使用に耐えうるものであると考え使用
することにした。得点化は、国外の既存尺度を参考
に正しい知識量を評価することを目的に、正解の場
合を 1 点、誤った場合を 0 点とする単純計算を行う
こととした。
　認知症初期症状に対する受診促進意向について
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は、安部ら 19）の研究を参考に「認知症初期症状を
呈する本人および家族に対する受診を勧めようとす
る意向」と操作的定義を行った。受診促進意向 6 項
目について「仮にあなたの担当地区の『65 歳以上の
高齢者』の誰かに以下の症状が見られた場合、あな
たは医療機関への受診を勧めますか？」という質問
に対し、「受診を勧めない；0 点」、「受診を勧める；
1 点」、「強く受診を勧める；2 点」の 3 件法で回答
を求めた。受診を勧める人については高齢者本人と
その家族の二者を設定し、それぞれに対する意向を
尋ねた。
　本研究では、認知症に対する共感性を「認知症に
対する受容態度」と捉え、Coke ら 14）の援助行動理
論に基づく共感の概念を参考に「認知症の人を肯定
的に捉え、抵抗なく接しようとする態度」と操作的
定義を行った。そして、黒田ら 20）が開発した認知
症に対する受容的態度を尋ねる 8 項目尺度から操作
的定義を参考に項目を精査し、認知症に対する肯定
的な受容的態度を尋ねる 4 項目を選定した。回答は
「そう思う；5 点」、「ややそう思う；4 点」、「どちら
でもない；3 点」、「あまり思わない；2 点」、「全く
思わない；1 点」の 5 件法で回答を求め、点数が高
いほど受容態度が高くなるよう得点化を行った。
3．解析方法
　統計解析には、回収された 298 名の調査票から当
該項目に欠損値のない民生委員 98 名（83.8％）と福
祉委員 147 名（81.2％）、計 245 名（82.2％）の資料
を用いた。
　統計解析においては、まず受診促進意向について
高齢者本人と家族、認知症に対する受容態度のそれ
ぞれ 1 因子モデルを設定し、構造方程式モデリング
21）を用いてデータに対する適合度を確認した。次い
で、Coke ら 14）の援助行動理論に従い、受容態度が
高齢者本人ならび家族への受診促進意向を規定する
といった因果関係モデルを構築し、構造方程式モデ
リングを用いてデータに対する適合度を確認した。
　これらの解析においては、重み付け最小二乗法の
拡張法（以下、WLSMV）をパラメータの推定方法
に、構造方程式モデリングを用いてデータに対する
適合度を確認した。因果関係モデルの検証では、受
容態度と高齢者本人ならびに家族への受診促進意向
の両者に影響が考えられる背景要因として基本属性
などを統制変数として投入した。
　適合度評価には、Comparative Fit Index（以下、
CFI）、Root Mean Square Error of Approximation
（以下、RMSEA）を用いた。これらの適合度指標
は一般には CFI が 0.95 以上、RMSEA が 0.06 以下
であれば、そのモデルがデータをよく説明している
と判断される 22）。またパス係数の有意性は非標準化
係数を標準誤差で除いた値で判断し、その絶対値が
1.96（5％有意水準）以上を示したものを統計学的
に有意とした。構造方程式モデリングで検証された
因子構造を構成する観測変数を項目としたときの信
頼性はα信頼性係数 23）を算出した。以上の解析に
は、統計ソフト「IBM SPSS 20J for Windows」な
らびに「Mplus Version 5.2」を用いた。
Ⅲ．結果
1．集計対象者の基本属性の分布
　集計対象者 245 名の属性については男性 74 名
（30.2％）、女性 171 名（69.8％）であり、平均年齢
は 63.1 歳（ 標 準 偏 差；7.2、 範 囲；37-84） で あ っ
た。認知症高齢者の介護経験は、「あり」と回答し
た者が 73 名（29.8％）、「なし」が 172 名（70.2％）
であった。
2．過去の認知症に関する知識を得る機会に関する
回答分布
　過去の認知症に関する知識を得る機会については
「認知症に関するテレビ番組を視聴したことがある」
が最も多く 203 名（82.9％）であり、次いで「認
知症に関する講演を聞いたことがある」が 177 名
（72.2％）、「認知症に関する新聞記事を読んだことが
ある」が、170 名（69.4％）、「認知症に関するパン
フレットを読んだことがある」が 148 名（60.4％）、
「認知症に関する本を読んだことがある」が 95 名
（38.8％）、「その他」が 7 名（2.9％）となっていた。
過去の認知症に関する知識を得る機会の平均は 3.3
種類（標準偏差；1.3、範囲；0-6）であった。
3．認知症の知識量に関する回答分布
　認知症の知識量に関しては中核症状の知識を問う
設問の「記憶だけ悪くなる病気である」が 239 名
（97.6％）と最も正答率が高かった。最も正答率が低
かったものは、一般的な認知症の知識を問う設問の
「現在のところ多くの場合原因は不明である」であ
り、110 名（44.9％）であった。認知症の知識量の
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平均は 14.3 点（標準偏差；2.1、範囲；9-18）であっ
た。
4．民生委員・福祉委員の担当地区の『65歳以上
の高齢者』に認知症初期症状が見られた場合の受
診促進意向の構成概念妥当性と信頼性の検討
（1 ）高齢者本人への受診促進意向の構成概念妥当
性と信頼性の検討
　高齢者本人に対する受診促進意向に関する回答
分布は表 1 のとおりであった。「受診を勧める」と
「強く受診を勧める」という回答に着目すると、「日
付がわからなくなる」が 147 名（60％）と最も多く
なっていた。
　1 因子モデルを設定し、構造方程式モデリングを
用いてデータに対する適合度を検討した結果、χ2
（df）=51.646（5）、CFI=0.972、RMSEA=0.195 と統
計学的な許容水準を満たしていなかった。そこで、
項目内容から各項目間の関連性を確認したところ、
「既にある物を何度も買ってきてしまう」と「何度
も同じ事を言ったり、同じ事を聞いたりする」が記
憶障害から起こる言動、「天気や状況に応じた洋服
の選択ができなくなる」と「日付がわからなくな
る」が見当識障害を示していると考えられ、誤差間
に共分散を認めて検討を行った。その結果χ2（df）
=17.832（6）、CFI=0.993、RMSEA=0.090 と概ね統
計学的な許容水準を満たした。モデルの認識のため
に制約を加えたパスを除き、パス係数はすべて正の
値を示し、統計学上有意であった。α信頼性係数は
0.880 であった。
（2 ）高齢者の家族への受診促進意向の構成概念妥
当性と信頼性の検討
　家族に対する受診促進意向に関する回答分布は表
1 に示すとおりであった。「受診を勧める」と「強く
受診を勧める」という回答に着目すると、「日付が
わからなくなる」が 211 名（86.1％）と最も多く、
最も低かったものは、「以前よりも、だらしなくな
る」であり、158 名（64.5％）であった。
　1 因子モデルを設定し、構造方程式モデリングを
用いてデータに対する適合度を検討した結果、χ2（df）
=98.878（5）、CFI=0.913、RMSEA=0.277 と統計学
的な許容水準を満たしていなかった。そこで、高齢
者本人への受診促進意向の検証と同様に「既にある
物を何度も買ってきてしまう」と「何度も同じ事を
言ったり、同じ事を聞いたりする」、「天気や状況に
応じた洋服の選択ができなくなる」と「日付がわか
らなくなる」の誤差間に共分散を認めて検討を行っ
た。 そ の 結 果 χ2（df）=15.150（5）、CFI=0.991、
RMSEA=0.091 と概ね統計学的な許容水準を満たし
た。モデルの認識のために制約を加えたパスを除
き、パス係数はすべて正の値を示し、統計学上有意
であった。α信頼性係数は 0.846 であった。
表1 『65歳以上の高齢者』に初期の認知症症状が見られた場合の受診促進意向に関する回答分布 （n＝245）
受診を勧めない 受診を勧める 強く受診を勧める
番号 設問
度数 （ ％ ） 度数 （ ％ ） 度数 （ ％ ）
1 既にある物を何度も買ってきてしまう
（本人） yP1 122 （ 49.8 ） 115 （ 46.9 ） 8 （ 3.3 ）
（家族） yＦ1 46 （ 18.8 ） 163 （ 66.5 ） 36 （ 14.7 ）
2 何度も同じ事を言ったり，同じ事を聞いたりする
（本人） yP2 133 （ 54.3 ） 106 （ 43.3 ） 6 （ 2.4 ）
（家族） yＦ2 63 （ 25.7 ） 148 （ 60.4 ） 34 （ 13.9 ）
3 以前よりも，だらしなくなる
（本人） yP3 154 （ 62.9 ） 89 （ 36.3 ） 2 （ 0.8 ）
（家族） yＦ3 87 （ 35.5 ） 136 （ 55.5 ） 22 （ 9.0 ）
4 作り慣れている料理がうまく作れないようになる
（本人） yP4 139 （ 56.7 ） 98 （ 40.0 ） 8 （ 3.3 ）
（家族） yＦ4 66 （ 26.9 ） 153 （ 62.4 ） 26 （ 10.6 ）
5 天気や状況に応じた洋服の選択ができなくなる
（本人） yP5 124 （ 50.6 ） 107 （ 43.7 ） 14 （ 5.7 ）
（家族） yＦ5 42 （ 17 1 ） 159 （ 64 9 ） 44 （ 18 0 ）. . .
6 日付がわからなくなる
（本人） yP6 98 （ 40.0 ） 122 （ 49.8 ） 25 （ 10.2 ）
（家族） yF6 34 （ 13.9 ） 135 （ 55.1 ） 76 （ 31.0 ）
本人に対する受診促進意向の合計得点 平均3.1点 （標準偏差；2.7，範囲；0-10）
家族に対する受診促進意向の合計得点 平均5.6点 （標準偏差；2.7，範囲；0-12）
「受診を勧めない」：0点 「受診を勧める」：1点 「強く受診を勧める」：2 Wilcoxonの符号付き順位検定 （***；p＜0.001）
***
表1　『65歳以上の高齢者』に 受診促進意向に関する回答分布　（n＝245）
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5．認知症に対する受容態度の構成概念妥当性と信
頼性の検討
　認知症に対する受容態度に関する回答分布は表 2
に示すとおりであった。「そう思う」「ややそう思う」
に着目すると「認知症になっても、その人の意思を
できる限り尊重してあげたい」が 235 名（95.9％）
と最も高かった。
　1 因子モデルを設定し、構造方程式モデリングを
用いてデータに対する適合度を検証した結果、χ2
（df）=1.111（2）、CFI=1.000、RMSEA=0.000 と 統
計学的な許容水準を満たしていた。モデルの認識の
ために制約を加えたパスを除き、パス係数はすべて
正の値を示し、統計学上有意であった。α信頼性係
数は 0.703 であった。
表2 認知症に対する受容態度に関する回答分布 （ 24 ）n＝ 5
番号 項目
そう思う ややそう思う どちらでもない あまり思わない 全く思わない
度数 （ ％ ） 度数 （ ％ ） 度数 （ ％ ） 度数 （ ％ ） 度数 （ ％ ）
yJ1 認知症になっても，その人の意思をできる限り尊重してあげたい 180 （ 73.5 ） 55 （ 22.4 ） 4 （ 1.6 ） 6 （ 2.4 ） 0 （ 0.0 ）
2 身近に認知症の人がいたら，お世話してあげ （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）yJ たい 79 32.2 87 35.5 54 22.0 24 9.8 1 0.4
yJ3 家族が認知症になったら，協力をうるために，近所の人や知人などにも知っておいてほしい 128 （ 52.2 ） 80 （ 32.7 ） 14 （ 5.7 ） 22 （ 9.0 ） 1 （ 0.4 ）
yJ4 自分が認知症になったら，周りの人の手を借りながら自宅での生活を続けたい 87 （ 35.5 ） 85 （ 34.7 ） 35 （ 14.3 ） 30 （ 12.2 ） 8 （ 3.3 ）
平均得点 点 （標準偏差 範囲 ）16.7 ；2.74， ；7-20
「そう思う」：5点，「ややそう思う」：4点，「どちらでもない」：3点，「あまり思わない」：2点，「全く思わない」：1点
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6．民生委員・福祉委員の『65歳以上の高齢者』
に認知症初期症状が見られた場合の受診促進意向
と認知症に対する受容態度との関連性の検討
（1 ）高齢者本人への受診促進意向と認知症に対す
る受容態度との関連性の検討
　調査対象者の基本属性などを統制変数として投入
し受容態度が高齢者本人への受診促進意向を規定
する因果関係モデルのデータに対する適合度は、
図 1 のとおりχ2（df）=86.116（44）、CFI=0.978、
RMSEA=0.063 と概ね統計学的な許容水準を満たし
ていたが、受容態度は高齢者本人への受診促進意向
と有意な関連が確認されなかった（標準化係数；
0.156、n.s.）。受容態度への説明率は 15.1 %、高齢者
本人への受診促進意向への説明率は4.9％であった。 
（2 ）高齢者の家族への受診促進意向と認知症に対
する受容態度との関連性の検討
　調査対象者の基本属性などを統制変数として投
入し、受容態度が家族への受診促進意向を規定す
る因果関係モデルのデータに対する適合度は、図
2 の と お り χ2（df）=96.114（48）、CFI=0.957、
RMSEA=0.064 と統計学的な許容水準を概ね満た
していた。受容態度と家族への受診促進意向には
有意な関連が確認された（標準化係数；0.297、
p<.001）。受容態度への説明率は 15.3%、家族への受
診促進意向への説明率は 22.4％であった。 
Ⅳ．考察
1．認知症の受容態度に関する先行研究との比較
　黒田ら 20）は認知症に対する受容態度を社会的受
容という概念から捉え、地域住民の代表として老人
クラブ会員などを対象に調査を実施しており、社会
的受容のうち肯定的な項目の合計点の平均は本研究
結果とほぼ同値であった。また「そう思う」と「や
やそう思う」の回答率が 90％以上であるという点も
ほぼ同値であった。これらの比較により、民生委員
や福祉委員と役割付与のない地域住民の認知症に対
する受容態度にあまり違いがないと考えられる。
　金ら 24）は地域住民と特別養護老人ホーム介護職
員に調査を行った結果、すべての質問項目で介護職
員の方が有意に高かったと報告し、その理由を介護
職員は専門的に訓練、研修を受け、専門職としての
倫理観を持っていることが影響していると述べて
いる。また、金ら 24）は、地域住民を対象に調査を
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行った結果、認知症の方と関わりや情報を得る機会
が多い人は認知症の受容態度が高かったことを報告
している。認知症の人に対する態度は、民生委員や
福祉委員といった役割付与により高まるものではな
く、認知症の人との接触経験や情報を得る機会によ
り高まることが推察されるが、接触経験や情報を得
る機会の多さと認知症の人に対する態度の関連の研
究は未だ乏しいことから、今後さらに研究を蓄積
し、これらの関連について検証していくことが必要
である。
2．民生委員ならびに福祉委員における認知症初期
症状が見られた場合の高齢者本人への受診促進意
向と認知症に対する受容態度との関連
　本研究では高齢者本人に対する受診促進意向と受
容態度との間に有意な関連は確認されなかった。臼
井ら 25）は本人へ受診を勧めることが本人に憎まれ
ることにつながるのではないかという感覚が大きな
受診阻害要因となると報告し、品川ら 4）は介護支援
専門員が高齢者本人への受診を勧めない理由につい
て「本人のプライドを傷つける」という意見が半数
を占めていたと報告している。介護支援専門員など
の専門職ですら本人への受診促進が困難であること
から、民生委員、福祉委員による高齢者本人への受
診促進はより困難であることが推測される。しかし
ながら、民生委員や福祉委員の具体的な困難状況や
困難感の程度については、本研究のみならず先行研
究においても明らかになっていない。今後は質的研
究により明確にしていく必要がある。
　また、ひとり暮らし高齢者が増加する中で、ひと
り暮らし高齢者に対する早期受診が重要である。現
状ではひとり暮らし高齢者に別居家族を通じて受診
促進が行われ、受診に至ることも多くある。しか
し本研究では、「高齢者本人への受診促進意向」に
関する質問において、「ひとり暮らしの高齢者」と
「同居家族のある高齢者」といった同居家族の有無
を確認しておらず、「家族への受診促進意向」にお
いても「同居の家族」と「別居の家族」を分けて確
認をしていなかった。今後の研究においては、家族
構成をふまえた質問設定が課題である。
3．民生委員ならびに福祉委員における認知症初期
症状が見られた場合の高齢者の家族への受診促進
意向と認知症に対する受容態度との関連
　本研究では、受容態度が高いほど家族への受診促
進意向が高いことが明らかになった。このことは、
Coke らの援助行動理論が本研究において援用可能
であったことを意味する。民生委員や福祉委員には
家族に受診促進を行うのみならず、早期受診への理
解を高め、状況に応じて家族と地域包括支援セン
ターなどの相談機関とつなぐ役割が求められると考
える。そのため、有用な受診・受療連携システムの
構築には、家族への受診促進における彼らの役割の
明確化が課題である。
4．認知症初期症状が見られた場合の高齢者本人な
らびに家族への受診促進意向と認知症に対する受
容態度に対する統制変数の関連
　本研究では高齢者本人ならびに家族への受診促進
意向、認知症に対する受容態度との関連が想定され
る変数を設定し検討を行った結果、高齢者本人に対
する受診促進意向に有意な関連を持つ統制変数は確
認されなかった。一方、家族に対する受診促進意向
には性別、年齢、委員の種類で有意な関連が確認さ
れた。また、受容態度には性別と年齢のみが有意に
関連していた。
　性別が認知症の受容態度に関連するという結果
については金ら 24）は、女性の方がポジティブなイ
メージを持っていると報告している。本調査でも、
女性の方が、受容態度が高い結果であったことは、
女性の方が男性に比べ介護に従事する機会が多いた
め、介護経験が多く、認知症を肯定的に受け入れる
ものと推察される。また男女の性格の特性の違いな
どが受容態度に関連することも推察されるが、これ
らについては推察の域を脱していないため、今後は
受容態度との関連を検証していくことが求められる。
　年齢が高いほど認知症に対する受容態度が高いと
いう結果については、本間ら 2）が同様の報告をして
いる。年齢について関連がみられたことは、高年齢
であるほど認知症の発症率が高くなり、認知症を身
近な存在として認識する可能性が高いと考えられ、
他者への関心・共感も高くなり、認知症を肯定的に
捉える可能性があると推察される。
　性別、年齢は介入が困難な要因であるが、認知症
の啓発活動や知識付与に有用な道標となることから
より詳しい検証が求められる。 
　本研究では受容態度を高めるための介入可能な要
因が明らかとならなかった。今後は介入可能な要因
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の探索が求められる。先行研究では杉山 26）らは地
域住民を対象に認知症の態度について、関わりが高
い人ほど肯定的な態度を示すと報告している。本調
査では介護経験の有無について関連がみられなかっ
たが、介護対象者の状況や介護期間など介護経験の
内容をふまえた検証を行うことが課題である。
　委員の種類については、民生委員の方が福祉委員
に比して家族への受診促進意向が高かった。中尾ら27）
の研究によると、認知症の疑いのある高齢者を発
見した場合に民生委員は「認知症が疑われる家族」
に、福祉委員は「民生委員」に相談する意向を持っ
ていたと報告している。民生委員は福祉委員に比し
て、認知症に関する研修の頻度が多く、また役割の
特性上、認知症が疑われる高齢者本人やその家族に
直接援助する意識が高いことが推察される。また、
福祉委員はその役割上直接的な援助よりも民生委員
へのつなぎ役として間接的な援助を行うことが期待
されており、今後は民生委員、福祉委員ともに役割
に応じた研修内容の企画などが求められる。 
　認知症の知識に関して、本研究では有意な関連が
見られなかった。杉山 12）らの地域住民を対象にし
た研究では、受診促進意向に認知症の初期症状に対
する知識量との間に関連は見られず、中期症状に関
連が見られたと報告している。本研究では、認知症
の病期の教示をされておらず、関連が見られなかっ
たことが推察される。過去の認知症に関する知識を
得る機会と知識量の回答分布の結果から考えるなら
ば、テレビや講演会から得る知識の内容が早期受診
の受診促進意向へつながらない可能性があるため、
今後は受診促進に有用な知識の選定や啓発方法を吟
味・検討していくことが必要である。
 
Ⅴ．認知症の早期受診を可能とする受診・受療連携
システム構築に向けた課題
　本研究の結果より、認知症に対する受容態度が高
いほど高齢者の家族への受診促進意向が高いことが
明らかになった。家族への受診促進意向を高めるに
は民生委員ならびに福祉委員の認知症の受容態度を
高めることが重要であることから、今後は認知症に
対する受容態度を規定する要因の探索が課題であ
る。また認知症の早期受診を可能とする受診・受療
連携システム構築において、民生委員や福祉委員は
支援対象となる高齢者に最も近い位置に存在してお
り、介護支援専門員などの専門職がフォーマルな援
助者に対し、彼らはインフォーマルな支援者として
位置づけられることなどを踏まえるならば、彼らの
早期受診における役割は、見守り活動の範囲として
の早期発見と専門職へ援助要請をするところにある
とも考えられる。これらのことを考慮したうえで、
彼らの役割の明確化と位置づけなどが求められる。
しかし役割については各地域による違いがみられ
る。認知症の早期受診を可能とする受診・受療連携
システムを構築するためには、単一市町村を対象と
した調査ではなく、他市町村においても調査を実施
し、本結果の一般化等が必要と考える。
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Positive attitude toward dementia and intention of local welfare 
authorities to recommend medical examination for people with serious 
dementia symptoms and their family members
RYUJI NAKAO*，KEI SUGIYAMA*，YOICHI SAWADA**，
MASAFUMI KIRINO**，YOSHIHITO TAKEMOTO**
 *Graduate of Health and Welfare Science, Okayama Prefectural University, 111 Kuboki,Soja,Okayama, Japan
**Faculty of Health and Welfare Science, Okayama Prefectural University, 111 Kuboki,Soja,Okayama, Japan
【OBJECTIVES】The present study aims to understand the relationship between positive attitude toward 
dementia and intention of local welfare commissioners and welfare committee members to recommend 
medical examination for people with serious dementia symptoms and their family members.
【METHODS】A self-administered questionnaire survey was conducted among 119 local welfare 
commissioners and 206 welfare committee members in “A” city．The data from 245 respondents were 
analyzed, and the corresponding causal sequence model was based on the helping behavior theory. The 
relationship between positive attitude toward dementia and intention to recommend medical examination 
was estimated using the causal sequence model. 
【RESULTS】The results did not indicate that positive attitude significantly influenced intention to 
recommend medical examination for people with serious dementia symptoms. On the other hand, positive 
attitude significantly influenced intention to recommend medical examination for their family members. 
【CONCLUSION】Further study of related factors influencing positive attitude is suggested.
Keywords： local welfare commissioner，welfare committee member，positive attitude, intention to 
recommend medical examination
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